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第1次 オイルシ ョック以降に中東産油諸 国が引 き起 こした開発 ・建設ブー ム
は大規模 な労働力需要を生みだ し,多 くのアジア諸国が外貨稼得 を目的 として
自国の労働力 を送 り込んでい った。韓 国もそのような諸国の一つであるが,韓
国の場合 中東へ の労働力輸 出の多 くの部分が 自国建設企業の進 出に伴われ るも
のであ った こと,そ して中東 ブーームが去 った後労働力輸出その ものが急激に減
少 し,む しろ労働力輸入国への転化 の兆 しを見せ始 めたとい う点で他のアジア
諸 国にない独 自の性格 を持 ってい ると言える。
本稿 は,労 働力需給 の指標 としての失業率の変動 と,労 働力輸出を主導 した
建設業 の動 向 との関連に留意 しなが ら,韓 国の労働力輸出の展 開過程 を概括す
ることをその課題 とす るものである㌔
1労 働力輸 出の開始
朝 鮮戦 争 が1953年7月に休戦 を迎 えて以 降,韓 国 は消 費財(い わゆ る三 白)
を 中心 と した工 業化 を開 始 す る。李 大根 に よれ ば21,この工 業 化 は資 金 的 に は
外国 援助 と ともに産業 復 興 国債 と産業 金融 債 券 の発 行 によ って まか なわれ た 。
後二 者 は53年度 の財 政投 融 資 の半 分 を 占め るにい た った ので あ るが,こ れ が 結
局韓 国銀行 の全 額引 受方 式 に よって発 行 さ れた た め必 然 的 に財政 イ ン フ レを随






く維持 しそれを基礎 として賃金 と工業製品価格を抑制す ることによって物価安
定 を図った。そ して穀価抑制を可能にす る条件 となったのが,第 一に戦時中に
導入された物納制 の 「臨時土地収得税」 による穀物の現物収奪,第 二に援助 と
して行 なわれた米国剰余農産物の大量導入であった。す なわち農民 にインフ レ
の犠牲 を転嫁することによって工業化 が可能になったのである。そ して援助 に
よって獲得 した米国農産物 を工業原料 として再生産循環が形成 され てい く一方,
穀物価格 を低 く抑 えられているなかで工業製 品との シェー レが拡大 し,不等価
交換 による一層の農民収奪が進んだので ある%
その結果都市 と農村の生活水準 に顕著 な格差が生 じ,農 村人口が都市へ流入
してい った。50年代後半の都市への人口流入のペースは,後 の年代 に比べては
む しろ緩やかであ るが,工 業化のペースがそれに追いつかなか った ものとみ ら
れ,都 市で高い失業率 を呈す るにいた った。図1に みるように,63年時点で全
体の失業率 は8%程 度であ るが,非 農家では男女 とも16%を越えていたのであ
る。
か くして60年代初頭 までに形成 された過剰労働力への対策の一環 として,韓
国政府 は海外へ の労働力輸 出政策 を開始 した。61年4月15日に大韓石炭公社 と
西 独SIEMENS社との間に韓 国人鉱夫の雇用 に関す る覚書 が交換 され,韓 国
人鉱夫の西独進 出にむ けた交渉が始ま った。62年には 「国民の海外進出を奨励
す ることで,人 口規模の適正化 を期 し,国 民経済の安 定を期す ことは もちろん,
国威 を宣揚す る」(第1条)こ とを目的と して海外移住法が制定 されたが,制
定 の翌年 には移民者は早 くも3000人に迫 る㌔
そ して,二 年 間の交渉 をへた63年12月,鉱夫247名が西独炭坑 に集 団就業す
ることにな り,こ こに韓国の労働力輸 出が本格 的に開始 された。65年11月には
財団法人韓 国海外 開発公社が設立され,こ こで海外移住 と海外就業 の斡旋,送
3>李 大根は,50年代の工業化をこのように総括 した うえで,こ のような自己の枠組みを 「農業犠
牲蓄積論」とし,従来の 「援助依存蓄積論」に対置 している。同上書第5章,第6章 を参照。
















一●一 全 体{一 非農 家 一◆一男 子非 農家
出所 韓国労動部編 『労動統計年鑑』各年度坂
出,募 集か ら基礎教育まで も担当す るようになった。この機 関は本来国の移民
関連業務を代行 し移民者 の定着地の選定や移民交渉 を積極的に行な うはずの も
のであ ったが,財 政の不備 と移民政策 をめ ぐる政府各部門の協力体制の不備 に
よって本来 の任務 を十分 に果たす ことがで きず,労 働力輸出関連の業務が 中心
になってい った5〕。66年5月には西独 に最初 の労務官 を派遣 し,労 務管理 と労
働者保護にあた らせた。
西独への労働力輸出は,後 述するベ トナムへの労働力輸出ブームが去 った後
も比較的順調 に進展 したが,73年に西独政府が外国人労働者導入を中止す る方
針を発表 し,ま た74年に在独韓国人労働者の引 き起 こしたさまざまな トラブル
5)同 上 書,81頁 。
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が 問題 にされ た こ とLもあ り51,75年に激減 し76年以降 はほ とん ど中断 された 。
鉱夫,看 護 要 員 の西独 進 出 にや や遅 れ,65年 に はベ トナ ムへ の労 働 力 輸 出が
開始 され る。 ベ トナ ム戦争 激化 に と もな う戦 争景 気 で,韓 国で いわ ゆ る 「ベ ト
ナ ム特 需 」 が ま きお こ った が,こ れ は韓 国 の工業 製 品 のみ な らず 労働 者 へ の需
要 を も喚起 す るこ とに な った。65年5月 にはベ トナ ムに進 出 した6企 業 の合 弁















† ア ジア+中 束











は同年末に93名を派遣 した。 この とき派遣 されたのは設計士,測 量士,電 気工,
溶接工,機 械工,配 管工,そ して運転手であ った71。翌年か ら進出が本格化 し,
この年の労働力輸 出実績の8割 近い比率を占めるにいた った。(図2>
ベ トナム特需は韓国企業のベ トナム進出を も実現 した。すでに60年代 はじめ
には駐韓米軍の建設,用 役,物 資納入 を受注す るようにな っていた韓国企業 は,
66年か らベ トナムに駐屯す る米軍 ・韓国軍からの発注 をうけるよ うになった。
その うちの建設 および用役 軍納は韓国人労働者の進出 を伴 うことにな り,67年
末段階で は在ベ トナム韓国人労働者の,約1/4が韓国企業 に雇用され ていた%
この ように企業 の直接投資に伴われ るものが見 られた ことが この時期 の対 ベ ト
ナム労働力輸出の特徴であ り,きた るべ き中東進出の先駆 けをなす ものであ っ
た。
H建 設業の動向と建設輸出の展開
韓国人労働者の中東進 出の端緒 となるのは イラ ンへの進 出であ る。「白色革
命」 の名の下 に工業化政策 を進 めるパー レビ政権下に多数の米系多国籍企業が
イラ ンへ進 出 していたが,そ の うちの1つ であ るPHILCO社が70年に11名の
韓国人を雇用 したのが 中東進出の最初であ る。73年3月にはPAGE杜 が韓国
通信技術公社 と用役契約 を締結 して技術者 を招請 しだ,。両社 ともベ トナムで
韓国人雇用 の経験があ ったのであ り,そ の意味でベ トナム進 出の延長 ともい え
る性格を もっていた。 しか し中東へ の労働力輸 出が本格的に展開するのは,韓
国建設企業が 自国労働者 を率いて中東進出を始 めるよ うになる74年か らであ る。
韓国の建設業 は朝鮮戦争 によって破壊 された建物や施設 の復 旧事業によって
成長 をは じめたが,特 に60年代後半 に入って政府の実行 した経 済開発五 ヶ年計
画や国土建設事業な どによ り,業績 を着実に延ば して きた。国内建設受注は額
7)同 上 書,170頁 。
8)同 上 書,180頁 。
9)同 上 書,45頁o
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面 上 で は65年か ら69年まで7倍 以 上 に増 加 し,実 勢 価格 ベ ース で も5倍 近 く増
加 してい る(表1お よび 図3参 照)。 建 設部 門生 産 額 の 対GNP構 成 は,65年
の3.4%から67年の4.0%,69年の5.7%へと)a)増大 して お り,こ の時期 の 韓 国
経 済 におい て その位 置 づ け を高め て い る こ とが わか る。 この間 に ソウ ルー 仁川
表1韓 国の国内 ・海外建設受注額














































出 所 「韓 国 統 計 年 鑑」 各 年 度 版
「韓 国経 済 年 鑑』 各 年 度 版
間,蔚 山一彦陽間の高速道路が完工され,京 釜高速道路が着工された(68年2
月)。住 宅建設は,65年には政府建設分が7,900戸,民間建設分が62,500戸で計
70,000戸であ ったのが,69年には政府分25,200戸,民間分79,300戸で,併 せ て
10万戸 を越 える住宅が建設 された。蔚山,浦 項,麗 水,鎮 海の各臨海工業団地,
亀尾,太 郎な どの内陸工業 団地,九 老洞,富 平,朱 安の輸 出工業団地が着工 あ
るいは完工 された。
しか し70年代 にはいると状況が変わ って くる。第一次,第 二次開発計画の も
と,輸 出主導 と外資積極導入 による 「高度成長」を実現 したが,こ の時期の民
間設備投資の拡大 と,財 政資金による社会間接資本投資の推進によって韓国経
済は景気過熱に陥 り,急激 な物価上昇 と輸入需要の増大による国際収支悪化 に
見舞われた。その対策 として70年には総需要抑制政策が とられ,そ の結果急激
70(370)第152巻 第4・5号
で あ った失 業 率減 少傾 向 も,全 体 で は停 止 し,非 農 家男子 で は逆 に1ポ イ ン ト
も上昇 す る(前 掲 図1参 照)。 緊 縮 政 策 の柱 で あ る財 政 投 融 資抑 制 に と もなっ
て 政府 発注 の公 共工 事 が対 前 年比 で12.3%減少 しm,こ の年 の道 路事 業 へ の投
資 実績 は総 計 で69年の486億ウ ォ ンか ら177億ウ ォンに,な か で も高 速道 路 へ の
投 資 実 績 は243億ウ ォ ンか ら103億ウ ォ ンに激 減 す る12,。翌 年 は 総 計 で187億
ウ ォンだ が72年に は330億ウ ォンに持 ち直 す 。 しか しこ の72年には不 況 が住 宅
建 設 にお よ び,70年 に は124,000戸,71年に は129,800戸で あ った のが121,200
戸 に減少 す る。建 築 物 の延 べ 面積 で み て も,70年の1,078.7万平 米 か ら72年に
は870.1万平米 減少 してい る]31。こ う して,実 勢価 格 ベ ー スで み る と,69年ま
で ほ ぼ安定 した伸 びを見 せ てい た 国内建 設 受注 額 は70年か ら72年まで ほ ぼ横 ば
い とな り,そ の後73年に はや や 上昇 す るが75年には再 び落 ち込 み を見せ る(前
掲 図3)。
これ にた い して海外 建 設 の状 況 は,68年段 階 まで に前述 のベ トナ ム以外 に タ
イ,日 本,沖 縄(琉 球 政府)に 進 出 して いたが,69年 には さ ら に グア ム島,70
年 には ブ ルネ イ,オ ー ス トラ リア,ア ラス カ,カ ナ ダ,イ ン ドネ シア,サ イパ
ン島 な ど一 挙 に11ヶ国 ・地域 に展 開 す る こ とに な り,69年にまで は毎 年!、500
～2,000万ドル前 後で あ った受注 額 が年4,800万ドルに も上 った 。受 注 企業 は現
代,大 林,共 栄,三 換,漢 陽,東 南 な どで,そ の大半 は後 の 中東建 設 輸 出 にお
い て上位 の受 注実 績 をあ げ る こ とに なる14}。国 内建 設市 場 の 不振 に対 して,順
調 に成長 をつ づ け る海外 建設 市 場 が韓 国建 設企 業 に と って 大 きな魅 力 とな るの
は 当然で あ って,70年代 に入 って 海外 建 設 の受注 額 は急 激 に伸 び始 め る。進 出
企 業 数 も66年の5社 か ら70年のユ3社,72年の17社と増加 して い.、た。 そ こに第
一次 オ イル シ ョックが もた らした 中東 建 設 ブ ームが 到来 し,韓 国の建 設 輸 出は
11)「韓 国 経 済 年 鑑』71年 版,4ユ5頁。
12)「韓 国 経 済 年 鑑』72年 版,398頁。
13)「韓 国 経 済 年 鑑 」72年版,399頁。
14)1983年時 点 の 企 業別 海 外 建 設 受 注 実 績 に お い て,現 代 は2位,大 林 は7位,共 栄 は25位,三 ・喚
企 業 は6位,嘆 傷 は9位,京 南 は5位 で あ る。 『韓 国 経 済 年 鑑 」84年版,581頁。
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実績 を拡大 してい った。
海外建設 の成長 に向 けては行政的支援 も行 なわれた。72年か ら本格的な重化
学工業化の推進を開始 した韓 国政府 にとって,海 外建設輸 出は重要な外貨獲得
源 となるか らであ る。すで に73年までに建設駐在官 を東南 アジアに派遣 して工
事の入札につ いての情報 を収集 させ,こ れを分析評価 して適切 な建設企業 にた
い して進出を奨励す るとい った直接の行政的支援,一 般 の金利 よ り安い低利融
資 を行 なうよ うな金融支援 がなされた。さらには海外建設 にたい して営業税 を
全額免除 し,法 人税 につ いて も海外納付分を国内で控除す る,と い った税制面
での支援が行なわれていた'%こ れに加 え,オ イルシ ョック以降は中東 との経
済協力関係 を緊密化す る必要が政府部内で認識され,そ の側面か らも中東進出
が重視 され るようにな った。73年にはサウジアラビアに大使館が設置され,74
年4月 には商工部長官 を団長 とする官民合同の対 中東経済協力使節団が派遣 さ
れ ることとなった。また韓 国政府 は受注秩序 の確立 と過 当競争 防止を 目的 とし
て,75年12月に海外建設促進法 を制定 し,そ れに基づいて海外建設協会を組織
した。 こうした政府の積極 的な支援を受 けなが ら,韓 国の海外建設輸 出は中東
での実績 を延ば してい った。 中東への建設輸 出受注 は73年にはその年の建設輸
出受注額の13%に過 ぎなか ったが,75年には受注実績全体の90%を越 える こと
になった(表2)。 ウォン建で比較 した場合,76年か ら83年の期間 は,実 に海
外建設受注額が国内建設受注額を上回っていたのである。(前掲表1)
III中東への労働 力輸 出
この ように急速 な建設業の中東進 出に率い られ,韓 国人労働者 の中東への大
量進 出が始 ま った。建設受注実績が飛躍的 にのびた76年には前年 の約3.5倍も
の労働 力が輸出される ことになるが(図2),こ れ以降労働 力輸 出実績 は建設
受注実績 とほぼ一致 した推 移を見せ ることになる。 とはいえ,中 東へ進出 した












7,831 5,238 1,366 431
12,674 7,762 Z,468 1,946
11,391 8,347 1,061 1,496
9,023 4,466 3,953 35
5,910 3,185 782 981
4,285 1,639 991 1,161
1,242 516 352 24
1,313 472 403 250
1,251 433 617 24
1,442 292 771 4
5,812 253 4,753 11
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は13.7%が韓国以外 の企業に雇用 されてい る(図4)。 韓 国政府 は海外建設輸
出を支援 しつつ,そ れ とはまた独 自の課題 として労働力の中東進 出を促進 した
のであ って,た とえば74年2月にはソウルで中東地域公館長会議が開かれ,労
働力需要 についての情報収集 と労働力輸 出への積極的な支援 を行な うことが強
調された。海外建設受注額に比べれば少額であ るとはいえ,海 外 に進 出 した労
働者の本国への ドル送金は,こ の時期 の韓 国経済に とって貴重な外貨収入源 と
なっていた。中東建設輸出が本格化 した76年には送金額が前年 に比 して倍以上
にな り,貿易外収入における割合 もベ トナム進 出最盛期の60年代後半以来8年
ぶ りに20-25%に達 してい る(表3)。 また雇用面か ら見て も78年の非農家男
























表3海 外就業労働者の本国送金額(単位 百万 ドル)




























とん どは男子 と考 え られ る)161で,約1.7%を占め て お り,そ の分だ け失業 率 を
抑 えて い る こ とが推 定 され る。 この よ うに,中 東 へ の労働 力 輸 出 そ の ものだ け
で 竜70年代 後 半 か ら80年代前 半 の韓 国経 済 におい て重 要 な意 味 を もって いた と
言 え よ う聖7}。70年代後 半 に は労働 力送 出 の制 度 体 系が 整 備 さ れ たが,具 体 的 に
16>『 韓 国 到 海 外 就 業 』,432頁 。






韓国人労働者の海外進出の特徴 について,金秀坤 と崔緻吉は,(1)中東に集 中
しているこ と,(2)建設業 の比重 が高い こと(表4)
,(3)自国企業に集団的に雇
用される場合が大協 分であ ること,(4}職種の多様性 に乏 しい こと,(5)単身.短
期在留が大部分であることを挙 げている。さらに,特 徴(3)から来 る有利 な面 と
して,短 時 日で必要な労働力 を大量 に募集 して現場 に投入す ることがで きた こ
と,多 様 な国籍の労働者を充用 した他国企業に比 して,韓 国企業 は労働力の統
率 において有利であ ・たこと・特に韓臥 労瀦 の多 く臆 に服務 した騰 を
持 ち規律 の維持や団体行動 に長 じていた ことを挙げ る.そ の一方不利な面 と し
ては企業単位 の集団進出であるため に企業進 出の減退がそのまま労働力輸 出の
減退 を もた らした としている・ また特徴(5)につ いて単身 ・麟 在留 が中心で
あった ことが,外 国人の過剰流入を好まない現地政府に韓 国人労働者 を選好 さ
図5労 働力輸出の仕組み
(1>
購 藤 受入国斡 ・労務官・…繍 ・一 ・ぎ
討庁
求 人要請 ユ,雇 用 人員 ユ　 　　　 　 　　へ
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L・ ・雇用一"一 曲'"灌纏 憂彗蓮一
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4.自 治活 動指 導
























































年 度 末 現 存 人 数
「労 動 白 書』 各年 度 版
築152巻 第4・5号
表4業 種別海外進出労働者数 (単位 千人)
船員 運転整備 鉱夫 医療関係 単純労務 演芸関係 そ
17.0 9.2 1.4 7.0 8.1
19.2 11.3 1.3 5.4 12.7 1
19.L 14.6 1.1 5.2 24.7 1
21.3 17.8 0.3 4.8 31.8 1
24.9 22.9 0.3 5.1 38.9 2
30.4 26.2 0.3 6.5 27.4 3
31.2 21.0 0.3 5.6 21.5 18.6 4
34.4 19.1 3.9 13.5 25.9 5
36.7 15.4 3.4 10.7 O.0 5
39.4 4.1 2.3 6.3 0.1 4
42.7 3.3 2.7 4.4 0.0 4
50.2 2.8 2.5 3.8 0.0 2
36.5 2.1 2.0 ]7.8 0.2 2
33.2 1.3 1.6 11.6 0.5 1
せ る1つ の 原 因 に な っ た とす る187。
労働者の進出が本格化す ると労使紛争 も多数発生す る。75年には イランとサ
ウジアラビアに労務官が派遣されて労使間の調整 にあた っていたのであるが,
紛争発生 を完全 に抑止す ることは不可能であ り,し ば しば暴力行為 をともなっ
た。なかで も77年3月,現代建設のサ ウジアラビア ・ジュベイル産業港工事現
場で発生 した紛争は大規模 なもの になった。当初予定されていた3年6ヶ 月 の
工期が会社側 の工期短縮戦略 によ り3年 に短縮され,厳 しい管理の もと昼夜作
業が強行 され る状況で労働者 の不満が高 まっていたなか,管 理職が作業が遅 い
とい う理 由で トラ ック運転手 を殴打 す る とい う事態 がお こ り,こ れを契機 と
なって3,000人が加 わ る大暴動 に発展 し,現 地警察 に加 えサ ウジの海軍 まで が
出動 しこれ を鎮圧す るにいた ったのであ る'9,。事件発生後,韓 国政府 は中東地
18)金 秀 坤 ・崔 熾 吉.海 外 人 力 進 出 旦1経 済 的 効 果 分 析 』,ソ ウ ル,韓 国 開 発 研 究 院 政 策 報 告
85-05第IV章D
19)『 韓 国 剖 海 外 就 業 」,325頁。
韓国における労働力輸出の展開(377)77
.域に労務官 を増 派す るとともに.中東進出企業を集 め,労 務管理 シ ンポジウムを
その後年2回 開いてい くことを決めるなど紛争回避への努力 を行な ったが,そ
の後 も集団的な紛争 は続発 した。(表5)
70年代後半 に中東への労働 力輸出は隆盛期を迎 えたが,そ の一方で韓国人労
働者が 中東で韓 国以外 の外国企業に就業す ることを規制 しようとす る動 きも始
まった。75年に海外建設促進法によ り海外建設協 会が設立され ると,そ こに結
集 した建設企業 は,外 国企業が低廉な韓国人労働者を雇用す ることを規制す る
ように政府 に要求 した。 これにたい して政府部内で も対立が起 こった。建設部
は海外建設輸出の競争力を確保す るために韓国人労働者 の外国企業就業を規制
す るように主張 し,一 方労動庁は就業規制は労働力輸出 と技術導入の障害 にな
ると してこれに反対 した。 この問題について経済長官会議や 関連部署の実務者
会議で論議が重ね られた とされ るが,結 局海外建設促進によって得 られた付加
価値のほ うが労働者 の賃金 送金 よ り多か った とい う見解が支配的 となった2ω。
その結果76年8月の経済長官会議 において 「中東地域外国人業体 にたいす る人
力供給原則」、が決定 され,韓 国企業の事業や受注活動 に競合 しない範囲におい


















78年 ユ 5 2
79年 4
80年 4 ユ 1
81年 3 1 1
82年 5 ユ 2
83年 6 1 2
84年 5 1 3




業月200ドルにたい し外国企業は月400ドルに設定 され た。 そ して77年11月には,
「中東地域個 別指名事業招請不許可通報」 が中東地域 の全公館 にたい し訓令 さ
れ,個 別指定 された事業への韓国人労働者の就業が禁止された。 こうした政策
の反映 として,中 東における韓 国人労働 者の外 国企業就業比率 は急減 していっ
た。
このように,中 東への労働力輸出は韓国建設企業 の海外進出に率い られて発
展 したが,そ の無 制限な拡大傾 向はむ しろ韓国建設企業の利益 と対立す るとこ
ろとな り,規 制 を受 けるに至 ったのである。 しか しこのよ うな規制政策は安価
な労働力 の独 占にほかな らず,結果 的に企業体質の弱化 を もたら して建設輸 出
の競争力弱化 の一因 となった とい う見解 も存在す る2',。
Iv労 働力輸出の衰退
1980年,韓国経済は対前年比で マイナス成長 を記録する本格 的な不況局面に
入 る。建設業の国内受注 も絶対額では大幅 に落ち込んだ。その一方で海外建設
受注は伸 び続 け,82年にその ピー クを迎 える。
また,こ の不況で失業率は大 きく上昇 し労働 力送出圧力が高 まった結果,韓
国政府は70年代後半にとられた外国企業就業規制政策を緩和 し,労 働力輸出の
一層の強化 に乗 り出 した。81年7月には外国企業就業の際の最低賃金設定が解
除され,9月 には各公館 に対 して労働力輸出の 目標 を割 り当てる決定がなされ
た。 また従来の募集許可制度が 申告制度 に改編された。83年1月には海外協力
委員会が.2月 にはその企画団が設置され海外移住 と労働力輸 出にたいす る政
策の決定 と遂行が集中化され ることになった。 そ して4月 にはその海外協力委
員会で就業契約の 自由化,個 別就業許可制度 の廃止,海 外就業登録制度の廃止
などを盛 り込んだ 「海外就 業拡大法案」が議決されだ2,。




が一層拡大 し,81,82年にその ピー クを迎 えることになる。外国企業へ の就業
者 の比率 も,82年か ら再 び上昇 を始 めてい く。
に もかかわ らず,労 働力輸出は83年に減少 したのを皮切 りに急激 に衰退 して
い く。まず,対 中東労働力輸出を導 いて きた海外建設輸出が83年以降,そ の受
注額を激減 させていった。 その理 由としては,第 一に中東建設市場の条件悪化
であ る。石油価格の下落によって中東諸国は開発計画 を縮小 し,建設発注の絶
対量が太 き'く減少 した(表6)。 また中束諸国は自国建設業保護のため 自国化
政策を とり,そ れによって中東現地企業の受注額 の比率 は70年代 には8～9%
であ ったのが82年には30%に迫 るに至 った。特 にサウジアラビアでは自国企業
が入札 に参加す るにあた っては:10%の特恵や法人税の全額免除などの便益 を与
え,外 国企業 にたい して 自国企業 との合弁 を受注条件 として課 して くる場合 も
増えてきた2㌔
第二に中東建設市場 をめ ぐる競争 の激化であ る。新 たにタイや フィリピンが
政府 の支援を得て参入 して きたほか,米 国や 日本,西 独,イ ギ リス,フ ランス,
カナ ダ,イ タリアといった先進諸国 も,世 界的に建設需要が冷え込むなかで 自
国企業 に対 して法人税減免や,補 助 金や奨励金の支給 など といった支援策 を強
化 したので,韓 国建設企業 はよ り厳 しい競争 を強い られ るよ うになつだ ㌔ 韓
表6世 界建設市場における受注動向(単 位10億.ドル)
年 度 81年 82年 83年 84年 85年 86年 87年 88年
中 東 46.5 51.2 23 26.6 21.6 16.1 ユ3.4 17.4
ア ジ ア 21.4 23.5 15.4 18.3 17.8 17.3 ユ5.5 20.5
ア フ リ カ 23.9 17.7 21.4 12.5 15.3 13.ユ 9 10.ユ
中 南 米 17.4 10.3 6.3 5.4 6.7 5.2 7.4 7.5
欧 州 9.8 11.1 9.5 9.2 10 ユ1.9 17.2 19.4
北 米 10.9 9.3 8 8.5 10.2 工0.4 11.5 ユ9.2
合 計 129.9 123.ユ 93.6 80.5 81.6 73.9 74 94.1
中束の比率(%) 35.8 41.6 35.3 33 24.6 21.8 18.1 18.5
出所 「韓国経済年鑑」90年度版558頁
23)r韓 国経 済 年 鑑 』83年 版,573頁。
24)r韓 国経 済 年 鑑 」83年 版,574頁。
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国の海外建設輸 出は中東建設市場への依存度 を極度 に高めていたので,こ れ ら
の変化 の直撃 を受 けることになったのである。また韓国の中東進出企業の数が
急増 した結果,落 札価格 を自ら引 き下げることにな った り,技 術者 の引 き抜 き
競争 を激化させ て技術蓄積 に障害 をお こすな どといった こともあ り,業 界全体
としての財務悪化や一部企業の倒産 まで引 き起 こされだ5'。 このよ うな中東建
設輸 出の低落によ り中東への労働 力輸出は大幅に実績 を減 じることにな った。
労働力輸出の減少は,労 働力 そのものの競争力 の弱化 によって ももた らされ
た。高度成長 を通 じて韓国人労働者の国内での賃金が上昇 して,海 外での賃金
、との格差が縮小 してきたのに加 え(表7),東 南 アジアや南 アジア諸国か らよ
り安価 な労働力が流入 して きた(表8)。 特 に フィリピンや イン ドか らの労働
者は70年代 の終 わ りか ら80年代初頭 にかけて韓国人労働者 の進出数を凌 ぐよう
にな つだ61。韓国労動部は,国 内で の賃金上昇に よって高級技術者 は海外就業
へのインセ ンチ ィヴを失い,一 般技能工や無技能者は価格競争力を喪失 した と











注1)76年 の 場 合 中 東 進 出 地 域 分 に 限 定 、80、83年は 海外 進 出 全 体 の 賃 金 水 準
2)レ ー トは 、76年1$=485ウ † ン、80年1$=580ウォ ン、83年1$、761ウ ォ ン
3)賃 金 は基 本 給 に 諸 手 当等 を 加 え た 総 額(月 給)
出所r海 外 人 力 進 出 斜経 済 的 効 果 分 析 」44頁
25)「韓 国経 済 年 鑑 」84年版,583頁。
26).小川 雄 平,「 中 東 の 経 済 開 発 と国 際 労 働 力 移 動 」,森 田 桐 郎 編,『 国 際 労働 力 移 動 」,1987年,東
京 大 学 出版 会,296頁。
27)韓 国 労 動 部,r労 動 自書184年 版 ,283頁。
1976年 1980年 1983年
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注1>原 資料は駐サウジ韓国大使館が82年に作成 した資料 「第三国人力雇用外管理」
2)()内 は労働生産性を勘案 した賃金
出所 「海外人力進出釧経済的効果分析』52頁
外国企業就業規制を要求 した韓 国建設企業 も,い まや より安価 な外国人 を雇用
す ることにに積極的になってきた。 これに対 して,83年6月労動部は在外韓 国
企業 の,第 三国人雇用比率 を20%以下 に制 限す る政策 を打ち出 したが,同 年8
月の海外進 出業体代表者会議で企業側が国際競争力強化 を理 由に制限の撤廃 を
要求 し,政 府側が翌年7月に上 限を30%まで緩和 す るとの譲歩 を行 なった閉1。
また進出先諸 国が 自国労働者保護の立場か ら外国人労働者 の流入を制 限す る一
方,自 国に進出 した外国企業 に自国労働力雇用を要求す る ことも行 なわれた劉。
このよ うな労働力 自国人化 の結果 もあ って,中 東進出韓国企業 において も非韓
国人労働者の比率が高ま っていった。(表9)
このように労働力輸 出その ものが壁 に突 き当た る一方,80年代後半の好況が
28)r韓 国91海 外 就 業 」,263頁。
29)小 川 前掲 論文303-306頁。 な お サ ウ ジ ア ラ ビ ア の 労 働 力 自 国 民 化 に つ い て は,矢 内 原 勝 ・山 形












深刻 な国 内の 労働 力不 足 を もた ら し,労 働力 輸 出 の減少 に拍車 をか けた。90年
に海外 建 設受 注 額 が84年水 準 まで再 度急 上 昇 した に もか か わ らず進 出人数 は減
少 し続 け た こ と(前 掲表1,図2) ,そ して91年に韓 国 海外 開発 公 社 が労 動 部
か ら外 務 部 の管 轄下 に移 り対 外援 助 をそ の主 要 な任 務 とす るに至
った とい う事
態 は30㌧韓 国 が労 働力 輸 出国か ら脱 却 しつつ あ る こ とを象徴 す る よ うに思 われ
る。
そ して 深刻 な人手 不足 に直 面 す る韓 国 は労働 力輸 入 国 に な りつつ あ る よ うに
考 え られ る。 高正 臣 に よ れば 韓国 が 強 制送 還 した不 法 就 労 者 は88年に は258名
で あ った のが,92年 に は約9倍 の2,297名に急 増 してお り,そ の大 部 分 はいわ
ゆ る単 純労 務 者で,そ の多数 は フ ィ リピ ンや パ キ ス タンな ど東 南 ア ジア ・南 ア
ジ アで あ る。 また オーバ ー ステ イの場 合 は90年以 降 中国 人が トップ とな り,91
年 には全体 で41,877人の うち 中国人 が18,417人とな って い る。 これ に対 し,韓
国政 府 は 出入 国管 理法 の改 正 によ って取締 を強化 す る と ともに,一 方 で は外 国
人労働 者 の合 法 的 な受 け入 れ を検 討 して お り,全 体 と して 日本 の状 況 に よ く似
て きて い る と言 え よ う。
また 高 は全体 と して韓 国が労 働 力輸 出国か ら労 働力 輸 入国 へ 移行 しつ つ あ る
こ とは基本 的 に認 めつつ も:,当 面 は輸入 と輸 出 とが並 存 す る二 重 的性 格 を保 つ
で あ ろ うと推 測 してい る71)。
86年 87年 88年 89年 90年 91年
96,169 88,ユ51 73,019 62,049 43,910 42,644
61,452 44,340 31,179 19,023 12,096 10,124
34,7ユ7 43,811 41,840 43,026 31,814 32,520
10,075 11,654 ユ4,868 16,483 12,208 15,238
23,642 32,157 26,972 26,543 19,606 17,282




Vお わ り に
韓国の労働力輸出は,50年代 の工業化が もたら した ところの工業の吸収能力
を越 える農村人口の都市集中にたいす る解決策 として,移 民政策 と同時に60年
代前半 に西独 にむ けて開始 された。60年代後半 のベ トナムを中心 とす るアジ
ア ・太平洋地域への進出は建設 ・用役輸出に労働力輸 出が随伴す る とい う新 し
い形態 をその一部分 と して含んでいたが,そ れは朝鮮戦争後 の復興過程におけ
る建設業 の発展 と,そ のなかで形成された米軍 と韓国企業 の結びつ きを背景 と
していた。そ して70年代初頭の不況を契機 とし,そ れに引 く続 く重化学工業化
の本格的な展開が もた らした外貨不足 を背景 として,80年代前半にか けて建設
輸出に率い られ る形で労働 力輸 出が全面化 し,そ の実績 は飛躍的に拡大 した。
そ して海外建設 輸出の受注減少 と,80年代 中盤か らの 「三低景気」のなかでの
国内労働 力不足のなかで韓国の労働力輸出は急激 にその実績 を減 らし,80年代
末期 には労働力輸 入国化への兆候 を見せ始 める。
このように概括 してみると,韓 国の労働力輸出は三つ の段 階を画 して展開 し
た ものであ るこ とは明瞭であ るよ うに思われ る。すなわ ち,(1)単純 な労働 力
輸出,② 直接投資に随伴 した労働力輸 出,(3)労働力輸出の衰退 と労働 力輸 入
国への転化,で ある。他の東南 アジア ・南 アジアの労働力輸 出諸 国が韓 国 と同
様の軌跡 をたどって労働力輸出国 を脱却す るにいた るか どうか,そ れ とも韓 国
のケースは特殊 な事例 とい うことになるのか どうか,今 後注 目され るところで
あろ う。
